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第１章 計画の概要 

１ 計画策定の背景と趣旨 

（１）子どもの育ちと子育てをめぐる現状 

 子どもは、社会の希望であり、未来をつくる力です。よって、すべての子どもが健やかに成長

できる社会を実現していかなければなりません。しかし家庭や地域社会における子育ての環境

は、少子高齢化の進展や経済情勢等の変動により大きく変化しています。本町においても家庭や

労働に対する価値観の多様化により、かつてあった家族や地域のつながりが希薄化しています。

子育てをする保護者にとっては、心身や経済的な負担は増加し、育児不安やストレスからくる産

後うつ、児童虐待などさまざまな問題が発生しています。 

 共働き家庭は依然として増加を続けていますが、仕事と子育ての両立は、いまだ社会に十分に

浸透しているとは言えない状況にあり、特に育児休暇を終えた女性が安心して復職できる社会

環境を実現するためには、様々な取り組むべき課題があります。 

 また、日本における子どもの貧困率は先進諸国と比較しても深刻な状況にあり、平成 27 年の

「国民生活基礎調査」では、7 人に 1 人の子どもが国全体で平均的な所得の半分（貧困線）未満

で生活しており、本町においても子どもの貧困対策は喫緊の課題となっております。本町に生ま

れた子どもたちが、生まれ育った環境で将来を左右されることのないよう、環境整備と教育の機

会均等に一層取り組んでいく必要があります。 

 

（２）計画策定の経緯および根拠 

 本町では、国の「次世代育成支援対策推進法」の成立（平成 15 年）、「子ども・子育てビジョ

ン」の閣議決定（平成 22 年）、子ども・子育て新システム検討会議の設置を受け、「野木町次世

代育成支援対策行動計画」を平成 22 年に策定しました。更に平成 27 年度には「子ども・子育

て関連 3 法」の成立を受け「野木町子ども・子育て支援事業計画」を策定し、町民が安心して子

どもを産み育てられる環境の整備を進め、子育て世代の支援を実施してきました。その成果の一

つとして、女性の就業率の向上などが見られます。 

 令和元年度は、本計画が最終年度となることから、社会状況や町民の意識等の変化を反映した

後継計画となる「第２期野木町子ども・子育て支援事業計画」を策定し、より一層、子育て支援

の充実を図り、これからの社会をつくり未来を担う子どもたちが地域全体で大切に育てられ、健

やかに成長できる町を目指します。 

 

「参考」子ども・子育て関連３法 

・子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号） 

・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法

律（平成 24 年法律第 66 号） 

・子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 24 年法律第 67

号）  
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※子ども・子育て支援法 第 61 条 

 

子ども・子育て支援法（抜粋） 

第６１条 

市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の

提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども・子

育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。 

２ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提供するための施

設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域（以下「教育・保育提供区域」とい

う。）ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の特定教育・保育施設に係る必要利用定員

総数（第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分ごとの必要利用定員総数とす

る。）、特定地域型保育事業所（事業所内保育事業所における労働者等の監護する小学校就学前子

どもに係る部分を除く。）に係る必要利用定員総数（同項第三号に掲げる小学校就学前子どもに

係るものに限る。）その他の教育・保育の量の見込み並びに実施しようとする教育・保育の提供

体制の確保の内容及びその実施時期 

二 教育・保育提供区域ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の地域子ども・子育て支援

事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容

及びその実施時期 

三 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体

制の確保の内容 

３ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、前項各号に規定するもののほか、次に掲げる

事項について定めるよう努めるものとする。 

一 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保に関する事項 

二 保護を要する子どもの養育環境の整備、児童福祉法第四条第二項に規定する障害児に対して行

われる保護並びに日常生活上の指導及び知識技能の付与その他の子どもに関する専門的な知識及

び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携に関する事項 

三 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関

する施策との連携に関する事項 
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２ 計画の期間と策定体制 

（１）計画の期間 

本計画は、令和２年度から令和６年度までの５年間を計画期間とします。また 

 社会情勢の変化などに応じて適宜見直しを行うものとします。 

 

H27 
(2015) 

H28 
(2016) 

H29 
(2017) 

H30 
(2018) 

H31/

Ｒ1 
(2019) 

Ｒ2 
(2020) 

Ｒ3 
(2021) 

Ｒ4 
(2022) 

Ｒ5 
(2023) 

Ｒ6 
(2024) 

          

 

（２）計画の策定体制 

本計画の策定にあたっては、「野木町子ども・子育て会議」において、学識経験者や教育・保

育の関係者、保護者、行政関係者等からの意見を踏まえて検討を行いました。 

また、未就学児童の保護者 987 人、小学生の保護者 563 人及び妊娠中の女性 50 人を対象に実

施した「野木町子ども・子育て支援に関するアンケート調査」やパブリックコメントの実施等を

通じ、広く町民の意見を反映し策定しました。 

 

  

野木町子ども・子育て支援事業計画 

計画 
策定 

第２期野木町子ども・子育て支援事業計画 

必要により見直し 
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３ 計画の位置づけ 

本計画は子ども・子育て支援施策の方向性や目標を定めるとともに、「子ども・子育て支援

法」（第 61 条）(*前掲)に基づき、町の教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体

制の確保等の円滑な実施に向けた事業計画を定めるものです。 

本計画は、町のあらゆる分野で子育て支援策を展開し、子どもを産み育てやすいまちづくり

を推進していくための指針となるものです。また、本町のまちづくりの最上位計画である「野

木町総合計画」に基づく部門別計画として、子ども・子育て支援事業に関する事項を定める関

連計画等との調和を保ち、第 1 期計画での施策や事業の評価を反映し、課題解決に向けた計

画を策定するものとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

キラリのぎプラン（第８次野木町総合計画）

（平成28年度～令和７年度）

野木町地域福祉計画

（平成31年度～令和５年度）

第２期野木町子ども・子育て支援事業計画

（令和２年度～令和６年度）

野木町健康増進計画

（平成31年度～令和５年度）

野木町障がい者プラン

（平成30年度～令和５年度）

野木町高齢者福祉・介護保険事業計画

（平成30年度～令和２年度）

第2次野木町男女共同参画プラン

（平成28年度～令和２年度）

第２期野木町地産地消・食育推進計画

（平成28年度～令和２年度）

栃木県

とちぎ子ども・子育て支援プラン

国

次世代育成支援対策推進法

子ども・子育て支援法

児童福祉法

子どもの貧困対策法

野木町子ども読書活動推進計画（第三期）

（平成30年度～令和４年度）
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第２章 子ども・子育てをめぐる本町の現状 

１ 統計からみた本町の現状 

（１）人口の推移 

➀総人口の推移 

  本町の人口は平成 26 年から平成 31 年を比較すると、総人口は 345 人減少しています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 4 月 1 日） 

②年齢 3 区分別人口構成の推移 

  ０～14 歳までの年少人口、15 歳～64 歳までの生産年齢人口ともに減少傾向で推移してい

ますが、65 歳以上の高齢者人口は増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 4 月 1 日） 
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（人)

（２）出生の動向 

➀出生数 

本町の出生数は、減少傾向にあり平成 27 年から平成 29 年までの推移をみると、35 人減少 

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：栃木県保健統計年報 

 

②合計特殊出生率の推移 

本町の合計特殊出生率※の推移をみると、平成 27 年をピークに減少傾向で推移し

ており、栃木県・全国と比較しても下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：栃木県保健統計年報 

※合計特殊出生率：15 歳から 49 歳の女性の年齢別出生率を合計した指標のこと。ひとりの女性が平均して 

         一生の間に何人の子どもを産むかを表します。 
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全国 栃木県 野木町

合計特殊出生率の推移
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（３）婚姻の動向 

➀未婚率（男性） 

  年々増加しており 30～34 歳で 6.7 ポイント、40～44 歳では 10.3 ポイントの上昇がみら 

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（Ｈ27 年） 

②未婚率（女性） 

男性同様、年々増加しており 30～34 歳で 7.5 ポイント、40～44 歳では 11.9 ポイントの 

上昇がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（Ｈ27 年） 
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（４）女性の就業状況 

女性の年代別労働力率※をみると、25～29 歳代でピークがあり、出産・育児期に低下し、

40 歳代で再び上昇することで描かれる M 字カーブは緩和されてきていることがみられま

す。 

また、就業率を平成 27 年と平成 17 年で比較すると、25～29 歳では 4.4 ポイント、30 歳

～34 歳では 8.7 ポイント、35 歳～39 歳では 6.2 ポイントそれぞれ増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％） 

資料：国勢調査（Ｈ27 年） 

※労働力率：生産年齢人口に占める労働力人口の比率のこと。 

労働力人口＝（労働人口総数ー完全失業者）／人口総数 

 

子育て世代の女性（25～44 歳）の就業率をみると、全国的には平成 27 年時点で 65.9%で

あり、以降も上昇を続け令和 4 年には 80％の水準になると見込まれています。国の「子育

て安心プラン」（平成 29 年 6 月）及び「新・放課後子ども総合プラン」（平成 30 年 4 月）

では、それに対応できる 32 万人分の保育の受け皿整備を令和 2 年度末までに前倒しで実施

する方針を示しています。なお、本町においても子育て世代の女性の就業率は年々上昇を続

けています。 
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14,803 14,560 14,249 14,071 13,854 13,692 13,527 13,391 13,294 13,217

7,822 7,997 8,212 8,382 8,483 8,578 8,633 8,695 8,622 8,603

25,612 25,500 25,377 25,315 25,158 25,009 24,875 24,750 24,520 24,361

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年

人口推計（総人口）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

152 145 141 137 133 128 123 121 119

332 320 315 304 296 288 279 269 262

589
571 537 519 500 491 476 464 451

1073
1036

993
960

929 907
878 854 832

0

200

400

600

800

1000

1200

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年

人口推計（未就学児童）

0歳児 1～2歳児 3～5歳児 合計

630 631 633 603 585 551 533 514 505

617 583 613 640 641
643

612 594 560

1247
1214

1246 1243 1226
1194

1145
1108

1065

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年

人口推計（就学児童）

小１～小３ 小４～小６

（５）人口推計 

  住民基本台帳より、平成 27 年から平成 31 年の人口の推移を基に推計しました。 

 

➀総人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②未就学児（0 歳、1～2 歳、3～5 歳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③小学生（1～3 年生、4～6 年生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳より算出 
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（６）児童虐待の状況 

➀児童虐待件数の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省: 福祉行政報告例 

②栃木県の平成 29 年度状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③児童相談所-児童虐待相談受付状況（県南児童相談所：野木町） 

 

 

虐待種別相談対応状況（県南児童相談所：野木町） 

 

 

 

資料：栃木県児童相談所「事業概要」（平成 29 年度、平成 30 年度） 

 

 

 

平成28年度 15件

平成29年度 18件

身体的虐待 性的虐待 心理的虐待 ネグレクト

平成28年度 4件 2件 2件 7件

平成29年度 1件 - 4件 9件

26,860 27,603 28,299 28,655 

1,033 1,077 1,009 978 

28,061 

31,934 

37,421 

42,267 

31,740 
32,844 33,418 

34,715 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

身体的虐待 性的虐待 心理的虐待 ネグレクト

（件）

24.2%

5.6%

60.6%

1.3%
8.3%

栃木県 平成29年度 主な虐待者

実父 実父以外の父親 実母 実母以外の母親 その他

n=959

35.7%

1.4%27.9%

35.0%

身体的虐待 性的虐待 心理的虐待 ネグレクト

栃木県 平成29年度 主な虐待

n=959
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108

149

122 122

12.0 

16.1 
15.7 

10.9

16.3

13.9

90

100

110

120

130

140

150

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

昭和60年昭和63年 平成3年 平成6年 平成9年 平成12年平成15年平成18年平成21年平成24年平成27年

貧困線(年額) 相対的貧困率 子どもの相対的貧困率

(％) (万円)

73.0 

35.3 

27.1 

58.5 

73.2 

33.1 

24.0 

41.6 

73.2 

33.4 

23.3 

41.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

全世帯

生活保護世帯

児童養護施設

ひとり親家庭

大学等進学率の推移

H27 大学等・専修学校等進学率

H28 大学等・専修学校等進学率

H29 大学等・専修学校等進学率

【参考】子どもの貧困の状況 

➀子どもの貧困率の推移（全国） 

平成 28 年国民生活基礎調査の概要によると、日本の子どもの相対的貧困率は 13.9％、日本の

子どもの約 7 人に 1 人（約 280 万人）が貧困状態にあることを示しています。 

子どもの相対的貧困率とは子ども（17 歳以下）の全体人数に対する貧困線未満の人数の比率

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28 年国民生活基礎調査 

※相対的貧困率：国民一人一人の等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で除した数値）

を計算し、中央値の半分に満たない人の比率 

 

②各世帯等の子どもの進学率（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子供の貧困の状況と子供の貧困対策の実施状況（内閣府） 

  



12 

２ 子育て支援サービスなどの状況 

（１）保育施設の状況 

➀保育所（園）                       （各年度 4 月 1 日現在） 

区分 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R１年度 

私立保育園 

施設数（カ所） 2 2 2 2 2 

定員数（人） 330 380 380 380 380 

入所児童数（人） 274 297 310 318 322 

充足率（％） 83.0 78.2 81.6 83.7 84.7 

 

②保育所待機児童                      （各年度 4 月 1 日現在） 

区分 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R１年度 

0 歳児（人） 0 0 0 0 0 

1・2 歳児（人） 4 0 0 0 0 

3～5 歳児（人） 0 0 0 0 0 

合計 4 0 0 0 0 

 

③認定こども園（保育認定）                 （各年度 4 月 1 日現在） 

区分 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R１年度 

私立 

認定こども園 

(保育認定) 

施設数（カ所） 1 1 1 1 1 

定員数（人） 66 66 66 66 66 

入所児童数（人） 40 53 59 62 65 

充足率（％） 60.6 80.3 89.4 93.9 98.5 

 

 

（２）子育て支援サービスの状況 

①一時預かり事業 

区分 
H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

Ｒ１年度 

見込 

実施施設数（カ所） 2 3 3 3 3 

延べ利用人数（人） 464 375 463 965 900 

 

②病児・病後児保育事業 

区分 
H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

Ｒ１年度 

見込 

実施施設数（カ所） 2 2 2 2 2 

延べ利用回数（回） 703 972 720 856 850 
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③学童保育（放課後児童クラブ） 

区分 
H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

Ｒ１年度 

見込 

実施施設数（カ所） 9 9 11 12 13 

延べ利用人数（人） 321 357 382 414 450 

 

④地域子育て支援拠点事業 

区分 
H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

Ｒ１年度 

見込 

実施施設数（カ所） 2 2 2 2 2 

延べ利用人数（人） 3,909 7,036 5,307 4,494 4,494 

 

⑤ファミリー・サポート・センター事業 

児童の預かり等の援助を受けることを希望する会員（おねがい会員）と当該援助を行うこと

を希望する会員（まかせて会員）、両方を兼ねる会員（どっちも会員） 

区分 
H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

Ｒ１年度 

見込 

おねがい会員（人） 35 32 32 33 33 

まかせて会員（人） 6 4 4 3 3 

どっちも会員（人） 2 3 3 4 4 

延べ利用人数（人） 46 52 45 0 5 

 

⑥延長保育事業 

区分 
H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

R1 年度 

見込 

実施施設数（カ所） 2 2 2 2 2 

延べ利用人数（人） 1,179 1,206 1,195 1,165 1,200 

 

 

（３）幼稚園の状況                  

（各年度 4 月 1 日現在） 

区分 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 

私立幼稚園 

施設数（カ所） 1 1 1 1 1 

定員数（人） 280 280 280 280 280 

入所児童数（人） 190 191 207 209 194 

充足率（％） 67.9 68.2 73.9 74.6 69.3 

私立 

認定こども園 

（教育認定） 

 

施設数（カ所） 1 1 1 1 1 

定員数（人） 94 94 94 94 94 

入所児童数（人） 91 82 83 79 79 

充足率（％） 96.8 87.2 88.3 84.0 84.0 
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（４）小学校・中学校の状況 

➀小学校                         （各年度５月 1 日現在） 

区分 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 

児童数（人） 1,267 1,252 1,215 1,224 1,214 

学校数（校） 5 5 5 5 5 

学級数 46 45 45 45 46 

 

②中学校                         （各年度５月 1 日現在） 

区分 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 

生徒数（人） 605 599 610 605 620 

学校数（校） 2 2 2 2 2 

学級数 20 19 19 19 20 

 

③特別支援学級                      （各年度５月 1 日現在） 

区分 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 

小学校児童数（人） 51 76 84 84 78 

中学校生徒数（人） 33 36 35 41 42 

合計 84 112 119 125 120 

 

（５）児童虐待などへの対応状況 

➀児童家庭相談室への相談件数 

区分 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

養護相談 
児童虐待相談 8 10 13 31 

その他相談 0 11 10 10 

保健相談 0 0 3 3 

障がい相談 15 83 158 158 

非行相談 0 0 2 2 

育成相談 

性格行動相談 64 30 6 6 

不登校相談 5 12 11 11 

適正相談 0 6 6 6 

育児しつけ相談 0 2 3 3 

その他の相談 0 10 6 6 

合計（件） 92 164 218 218 

 

②児童虐待相談（認知）件数 

区分 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

児童虐待相談件数 8 10 13 31 

児童数 8 10 13 31 
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３ ニーズ調査結果からわかる現状 

（１）調査概要 

①調査の目的 

本計画の策定に向けて、幼稚園・保育所（園）・学童保育室などの教育・保育・子育

て支援を計画的に整備するために、町民の利用状況や利用希望を把握することを目的

とした、「子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査」を実施しました。 

 

②調査期間及び方法 

平成 30 年 12 月 21 日（金）～平成 31 年１月 31 日（木） 

返信用封筒を同封して、郵送配布・郵送回収及び施設への配付・回収による調査 

 

③調査対象者 

項目 対象者 

未就学児童 町内にお住まいの未就学児童のいる世帯を無作為抽出 

就学児童 町内にお住まいの就学児童（小学１～３年生）のいる世帯を無作為抽出 

妊婦 町内にお住まいで妊娠届提出の際、調査に同意いただいた方 

 

④調査結果 

項目 配布数 回収数 回収率（％） 

未就学児童 987 498 50.5 

就学児童 563 261 46.4 

妊婦  50 25 50.0 

合計 1,600 784 49.0 

 

⑤調査項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．お子さんとご家族の状況について 

２．子どもの育ちをめぐる環境について 

３．お子さんの保護者の就労状況について 

４．お子さんの平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について 

５．お子さんの地域の子育て支援事業の利用状況について 

６．お子さんの土日・休日や長期休暇中の「定期的」な教育・保育事業の利用希望について 

７．お子さんの病気の際の対応について 

８．お子さんの不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かり等の利用について 

９．小学校就学後の放課後の過ごし方について 

10．育児休業や短時間勤務制度など 職場の両立支援制度について 

11．子育て全般について 
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（２）結果概要 

平成 25 年に実施した「子ども・子育て支援事業計画策定のためのアンケート調査」の主な

設問との比較を通して、子育て環境や子育て意識の推移等をみていきます。 

 

①子どもの家庭の状況（未就学児童） 

・主に子育てをしている方 [複数選択あり] 

  平成 25 年に比べ「主に母親」が 5.4 ポイント減少し、「父母とも」が 4.9 ポイント上昇して

いることから母親主体から、父親の子育てへの関与の増加がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・日頃子どもをみてもらえる親族・知人の有無 [複数選択あり] 

  平成 25 年に比べ「日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる」、「緊急時にみてもら

える友人・知人がいる」が減少し、「いずれもいない」が 2.2 ポイント上昇しています。祖父

母等の援助が得られない家庭への支援として、ファミリー・サポート・センター等の活用を進

めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

58.2%

39.6%

0.4%

0.4%

1.2%

53.3%

45.0%

0.2%

1.3%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

父母とも

主に母親

主に父親

主に祖父母

その他
Ｈ３０ Ｈ２５

36.9%

58.2%

0.6%

6.4%

9.8%

35.1%

62.2%

2.0%

8.0%

7.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時には祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる

緊急時みてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

Ｈ３０ Ｈ２５

度数

項目 Ｈ３０年度

父母とも 290

主に母親 197

主に父親 2

主に祖父母 2

その他 6

無回答 1

回答者 498

度数 複数回答

項目 Ｈ３０年度

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる 184

緊急時には祖父母等の親族にみてもらえる 290

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる 3

緊急時みてもらえる友人・知人がいる 32

いずれもいない 49

無回答 6

回答者 498
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②母親の就労状況（未就学児童、就学児童） 

 「フルタイムで就労中」が未就学児童で 5.3 ポイント、就学児童で 11.6 ポイントと子育て

中の母親の就業率の上昇がみられます。また「以前は就労していたが現在は就労していない」

が未就学児童で 11.6 ポイント、就学児童では 17.4 ポイントとの減少がみられ、育児と仕事の

両立の改善傾向もみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28.9%

8.8%

27.9%

1.2%

30.7%

1.0%

23.6%

7.1%

21.8%

2.0%

42.3%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

フルタイム/就労中

フルタイム/産休・育休・介護休業中

パート・アルバイト等/就労中

パート・アルバイト等/産休・育休・介護

休業中

以前は就労していたが現在は就労してい

ない

これまで就労したことがない Ｈ３０ Ｈ２５

【未就学児童】

37.8%

1.5%

35.9%

0.8%

19.7%

0.4%

26.2%

1.7%

33.0%

0.7%

37.1%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

フルタイム/就労中

フルタイム/産休・育休・介護休業中

パート・アルバイト等/就労中

パート・アルバイト等/産休・育休・介護

休業中

以前は就労していたが現在は就労してい

ない

これまで就労したことがない Ｈ３０ Ｈ２５

【就学児童】

度数

項目 Ｈ３０年度

フルタイム/就労中 144

フルタイム/産休・育休・介護休業中 44

パート・アルバイト等/就労中 139

パート・アルバイト等/産休・育休・介護休業中 6

以前は就労していたが現在は就労していない 153

これまで就労したことがない 5

無回答 7

回答者 498

度数

項目 Ｈ３０年度

フルタイム/就労中 98

フルタイム/産休・育休・介護休業中 4

パート・アルバイト等/就労中 93

パート・アルバイト等/産休・育休・介護休業中 2

以前は就労していたが現在は就労していない 51

これまで就労したことがない 1

無回答 10

非該当 2

回答者 261
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③育児休業の取得状況（未就学児童） 

・母親の取得状況 

 取得状況は 11.7 ポイントの上昇がみられ制度の浸透と取得環境の向上がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・父親の取得状況 

 企業環境や経済的理由などから取得者は未だ少数ですが、平成 25 年（対象者 553 人中 6 人）

に比べ平成 30 年では対象者 498 人中 17 人と 3 倍弱の上昇があり、制度の浸透と環境の改善

の兆しがみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44.2%

40.6%

11.0%

56.2%

28.9%

13.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

働いていなかった

取得した（取得中である）

取得していない Ｈ３０ Ｈ２５

度数

項目 Ｈ３０年度

働いていなかった 220

取得した（取得中である） 202

取得していない 55

無回答 21

回答者 498
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④教育・保育事業の利用状況（未就学児童） 

・定期的な教育・保育事業の利用の有無 

  「利用している」が 14 ポイントの増加がみられます。 

 

 

 

 

 

・定期的に利用している教育・保育事業（上記「利用している」の回答者） [複数選択あり] 

 「幼稚園」の「認定こども園」への移行に伴う利用者の増加がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後定期的に利用したい教育・保育事業（全ての方） [複数選択あり] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

81.8%

17.3%

67.8%

31.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

利用している

利用していない
Ｈ３０ Ｈ２５

30.5%

9.0%

46.9%

22.3%

0.0%

0.0%

0.3%

0.3%

0.5%

0.0%

0.0%

0.8%

52.3%

11.2%

42.9%

1.1%

0.0%

0.0%

1.6%

0.5%

0.3%

0.0%

0.3%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他の保育施設 Ｈ３０ Ｈ２５

49.4%

26.7%

44.4%

32.7%

3.0%

0.4%

3.2%

2.0%

0.6%

2.2%

4.6%

1.0%

65.1%

29.1%

39.1%

13.6%

4.7%

2.2%

4.0%

2.2%

0.5%

2.2%

8.7%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他の保育施設 Ｈ３０ Ｈ２５

度数

項目 Ｈ３０年度

利用している 377

利用していない 121

回答者 498

度数　　　複数回答

項目 Ｈ３０年度

幼稚園 115

幼稚園の預かり保育 34

認可保育所 177

認定こども園 84

小規模な保育施設 0

家庭的保育 0

事業所内保育施設 1

自治体の認証・認定保育施設 1

その他の認可外の保育施設 2

居宅訪問型保育 0

ファミリー・サポート・センター 0

その他の保育施設 3

無回答 2

回答者 377

度数　　　複数回答

項目 Ｈ３０年度

幼稚園 246

幼稚園の預かり保育 133

認可保育所 221

認定こども園 163

小規模な保育施設 15

家庭的保育 2

事業所内保育施設 16

自治体の認証・認定保育施設 10

その他の認可外の保育施設 3

居宅訪問型保育 11

ファミリー・サポート・センター 23

その他の保育施設 5

無回答 6

回答者 498
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⑤小学校での子どもの放課後の過ごさせ方 [複数選択あり] 

・５歳以上の未就学児が対象 

   「自宅」の割合が減少し「放課後児童クラブ」の比率が増加しています。前回、今回とも

高学年になると「放課後児童クラブ」の比率が減少し、「習い事」が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

40.5%

12.9%

35.6%

4.3%

6.7%

51.5%

0.0%

6.7%

52.9%

11.8%

44.7%

4.7%

12.9%

44.7%

2.4%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

児童館

放課後子ども教室

放課後児童クラブ

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）
Ｈ３０ Ｈ２５

【未就学児童】小学１～３年生

57.7%

15.3%

50.3%

8.0%

4.3%

31.9%

0.0%

8.6%

61.2%

16.5%

50.6%

9.4%

14.1%

28.2%

1.2%

14.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

Ｈ３０ Ｈ２５

【未就学児童】小学４～６年生

度数　　　複数回答

項目 Ｈ３０年度

自宅 66

祖父母宅や友人・知人宅 21

習い事 58

児童館 7

放課後子ども教室 11

放課後児童クラブ 84

ファミリー・サポート・センター 0

その他（公民館、公園など） 11

無回答 23

回答者 163

度数　　　複数回答

項目 Ｈ３０年度

自宅 94

祖父母宅や友人・知人宅 25

習い事 82

児童館 13

放課後子ども教室 7

放課後児童クラブ 52

ファミリー・サポート・センター 0

その他（公民館、公園など） 14

無回答 24

回答者 163
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⑥町の事業の認知度 

  未就学児童、妊婦とも①、②以外では微増していますが、全般的に低下傾向がみられます。

さらなる情報発信と周知が必要と思われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

度数（各事業について「知っている」の度数）

項目 Ｈ３０年度

①母親（父親）学級、両親学級、育児学級 395

②保健センターの情報・相談事業 381

③家庭教育に関する学級・講座 167

④教育相談センター・教育相談室 240

⑤保育所や幼稚園の園庭等の開放 349

⑥子育ての総合相談窓口 246

⑦自治体発行の子育て支援情報誌 155

度数（各事業について「知っている」の度数）

項目 Ｈ３０年度

①母親（父親）学級、両親学級、育児学級 21

②保健センターの情報・相談事業 18

③家庭教育に関する学級・講座 9

④教育相談センター・教育相談室 11

⑤保育所や幼稚園の園庭等の開放 17

⑥子育ての総合相談窓口 13

⑦自治体発行の子育て支援情報誌 7

79.3%

76.5%

33.5%

48.2%

70.1%

49.4%

31.1%

77.0%

80.8%

33.5%

42.1%

67.8%

42.3%

25.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①母親（父親）学級、両親学級、

育児学級

②保健センターの情報・相談事業

③家庭教育に関する学級・講座

④教育相談センター・教育相談室

⑤保育所や幼稚園の園庭等の開放

⑥子育ての総合相談窓口

⑦自治体発行の子育て支援情報誌
Ｈ３０ Ｈ２５

【未就学児童】

84.0%

72.0%

36.0%

44.0%

68.0%

52.0%

28.0%

87.5%

75.0%

34.4%

31.3%

59.4%

46.9%

31.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①母親（父親）学級、両親学級、

育児学級

②保健センターの情報・相談事業

③家庭教育に関する学級・講座

④教育相談センター・教育相談室

⑤保育所や幼稚園の園庭等の開放

⑥子育ての総合相談窓口

⑦自治体発行の子育て支援情報誌
Ｈ３０ Ｈ２５

【妊婦】



22 

⑦子育て（教育を含む）に関して、気軽に相談できる先 [複数選択あり] 

未就学児童、就学児童の保護者とも「祖父母等の家族」、「友人や知人」、「近所の人」が減少

しています。 

【未就学児童】 

 

 

 

 

 

 

 

【就学児童】 

  

80.9%

72.7%

12.5%

7.6%

10.4%

26.3%

19.1%

0.4%

11.9%

1.1%

2.5%

87.5%

77.4%

16.1%

9.3%

15.0%

20.3%

16.1%

0.2%

13.5%

0.8%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

子育て支援施設（児童館等）・NPO

保健所・保健センター

保育士

幼稚園教諭

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

自治体の子育て関連担当窓口

その他

Ｈ３０ Ｈ２５

80.9%

81.4%

13.6%

5.9%

4.7%

3.0%

4.2%

0.4%

9.7%

0.8%

8.1%

84.5%

81.5%

19.2%

4.2%

4.2%

4.2%

6.4%

0.4%

5.7%

0.8%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

子育て支援施設（児童館等）・NPO

保健所・保健センター

保育士

幼稚園教諭

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

自治体の子育て関連担当窓口

その他

Ｈ３０ Ｈ２５

度数　　複数回答

項目 Ｈ３０年度

祖父母等の親族 382

友人や知人 343

近所の人 59

子育て支援施設（児
童館等）・NPO

36

保健所・保健セン
ター

49

保育士 124

幼稚園教諭 90

民生委員・児童委
員

2

かかりつけの医師 56

自治体の子育て関
連担当窓口

5

その他 12

無回答 2

回答者数 472

非該当 26

合計 498

度数　　複数回答

項目 Ｈ３０年度

祖父母等の親族 191

友人や知人 192

近所の人 32

子育て支援施設（児
童館等）・NPO

14

保健所・保健セン

ター
11

保育士 7

幼稚園教諭 10

民生委員・児童委
員

1

かかりつけの医師 23

自治体の子育て関
連担当窓口

2

その他 19

無回答 0

回答者数 236
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 計画の基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭は子どもが初めて接する社会であり、子どもの基本的な社会性を育む上で重要な役割を

果たしています。本町では、子どもたちが社会でのびのびと健やかに成長できるよう、家庭はも

とより学校・地域とも連携・協力し、心身ともに健やかな育成が出来るよう図っていきます。 

子どもをとりまく課題の中には、家庭や地域での対応では解決の難しいものもあります。児童

虐待の防止、障がいを持ったこどもなど特に支援を必要とする子どもや家庭に対して継続的な

支援が必要とされます。 

また、近年社会問題となっている子どもの貧困に対してはさまざまな事業と連携し、子どもた

ちの将来に貧困が連鎖しないよう、町として総合的な支援が必要となってきます。 

本計画は、未来を担う子どもたちの最善の利益が実現するよう、本町の子どもたちと子育てを

する保護者を地域全体で応援することを目標とし、行政だけでなく住民・地域・事業者など地域

の連携・協働により、安心して子どもを産み子育てできるまちづくりを進めていくためのもので

す。取り組むべき事項は、長い期間に渡った計画的な事業実施、保護者への子育てに対する知識

の普及・啓発、地域や職域など様々な人々への意識づくりなど、一朝一夕で結果が出るものでは

ありません。 

そのため、本計画の基本理念は、既存の事業の効果を更に高めていくことを考慮し、前回計画

を継承したものとします。 

  

子どもは、家庭の喜び、まちの未来
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２ 計画の基本目標 

本計画の基本理念を実現し、多様なニーズに対応した保育サービスの充実や子育て家庭が抱

える負担軽減のための環境づくり等、子どもの成長に応じた様々な支援策を推進していきます。 

 

 

 

安心して子どもを産み、子育てできるまちとなるためには保護者の就労と子育ての両立を支

援する環境を整えていく必要があります。子育てに対する負担や不安が軽減されていく温かな

地域づくりを推し進めていき、就学後においても保護者が安心して就労を継続し、地域で子ども

たちが健やかに成長できるよう設備や制度をはじめとして様々な環境整備を進めていきます。 

教育・保育施設の充実や地域での子育て支援事業をはじめ、町民と一体で子ども・子育て関連

事業を総合的に推進していきます。 

 

 

 

近年の社会構造の変化、少子化や核家族化の進展に伴い子育て家庭の育児の孤立及び不安、ま

た、子どもの貧困や虐待等、様々な課題が増加しています。 

子どもをとりまく課題の中には、家庭や地域での対応では、解決の難しいものもあります。児

童虐待の防止やひとり親家庭等の自立、障がいを持った子どもなど、特に支援を必要とする子ど

もや家庭に対しての支援を継続して推進していきます。 

 

 

 

保護者や将来の保護者が、のびのびと安心して楽しんで育児ができるよう、母子保健事業の一

層の充実を図り、保護者の出産や育児に関する不安を軽減させます。特に近年では、出産後の母

親の抱えるストレスが増大していることから、産後うつや子どもへのネグレクトをはじめとす

る虐待が懸念されており、産後ケアの重要性は高まっています。 

妊娠・出産・育児期における母子保健事業の充実に取り組むとともに、各事業間や関連機関間

の有機的な連携対策の強化や、情報の利活用、母子保健事業の評価・分析体勢の構築を図ること

により、切れ目ない支援体制の構築を目指します。 

 

 

 

女性の就労や男女の役割に対する考え方の変化、将来への不安を緩和したいなど、様々な理由

から、共働き世帯は年々増加しています。子育てをする女性がうまく仕事を両立させていくため

には、柔軟に働き方を選択できることや、男性の育児への参加や父親の育児休暇取得の推進など、

家庭から社会まで、取り組むべきさまざまな課題があるため、それらの解決に向けた施策を推進

していきます。 

基本目標１ 幼児期の教育・保育及び地域における子育て支援の充実 

 

基本目標２ 専門的な知識や技術を要する支援 

 

基本目標３ 妊娠期からの切れ目のない支援の推進 

 

基本目標４ 職業生活と家庭生活との両立の支援 
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公共交通機関や公共施設、歩道など子育てバリアフリー化により、安心して外出できる環境整

備と、交通安全対策、防犯対策の推進など、子どもたちが安心して暮らせる環境整備に努めると

ともに公園の整備等、地域の居住環境の整備を推進していきます。 

 

 

３ 教育・保育提供区域の設定 

本町における教育・保育提供区域の考え方は以下の通りです。 

幼稚園については学区域設定がなく、保護者が教育方針などで選択している例も多いこ 

から、区域分けをすると現在の利用実態と異なってくる可能性があります。また保育園も 

自宅からの近さだけでなく、保護者の通勤経路等によっても選択が異なることから、自宅 

所在地と利用施設の区域が一致しないケースも想定されます。 

このような現状を考慮し、本町の教育・保育提供区域は、町全域を一区域として設定し、 

事業必要量を算出した上で施設整備や事業等の計画を策定するものとします。 

 

  

基本目標５ 子育てしやすい環境の整備 
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４ 計画の体系 

 本計画の体系は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 　子どもは、家庭の喜び、まちの未来

基本目標

１ 幼児期の教育・保育及び地域における子育て支援の充実

１ 教育・保育施設の充実

２ 地域子ども・子育て支援事業の推進

３ 子育てに関する相談、情報提供の充実

２ 専門的な知識や技術を要する支援

１ 児童虐待防止対策の充実

２ひとり親家庭の自立支援の推進

３ 障がい児施策の充実

３ 妊娠期からの切れ目のない支援の推進

４ 職業生活と家庭生活との両立の支援

５ 子育てしやすい環境の整備
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第４章 子ども・子育て支援事業 

 

基本目標１ 幼児期の教育・保育及び地域における子育て支援の充実 

  

幼児期における教育・保育事業の充実、社会全体で子育てを支援する体制づくりを進めます。 

 

基本施策１－１ 教育・保育施設の充実 

（１）幼稚園・認定こども園（1 号認定、3～５歳児） 

  【量の見込み】 

   平成３１年度の幼稚園（３～５歳児）及び認定こども園（教育部分）への入園数は 273 人

となっており、定員 374 人に対して 73.0％の充足率となっています。 

      量の見込みは、令和 6 年までの推計児童人口に合わせて設定しました。 

                            （単位：人） 

区分 Ｒ２年度 Ｒ3 年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

①量の見込み １号認定 278 267 240 228 215 

広域利用 60 55 50 46 42 

②確保方策 教育・保育施設 94 94 94 94 94 

確認を受けない

幼稚園 

280 280 280 280 280 

②－① 36 52 84 100 117 

 

 

（２）保育所など（2 号認定、3～５歳児） 

【量の見込み】 

平成３１年度の２号認定（３～５歳児）の入園数は、保育園及び認定こども園（保育部分）

が 238 人となっています。保育園及び認定こども園（保育部分）では定員 238 人に対して

100％の充足率となっています。 

今後の母親の就業率の増加に伴い、1 号認定から 2 号認定への移行が見込まれます。 

  児童人口は減少しますが、量の見込みは入園率の上昇を見込み、設定しました。 

                            （単位：人） 

区分 Ｒ２年度 Ｒ3 年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

①量の見込み ２号認定 238 236 234 232 230 

広域利用 8 8 8 8 8 

②確保方策 教育・保育施設 238 238 238 238 238 

広域利用 8 8 8 8 8 

②－① 0 2 4 6 8 
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（３）保育所など（3 号認定、0～2 歳児） 

【量の見込み】 

平成３１年度の３号認定（０～２歳児）の入園数は、0 歳児では保育園及び認定こども園

（保育部分）が 46 人、１・２歳児では保育園及び認定こども園（保育部分）が 160 人とな

っています。保育園では定員 206 人に対して 100％の充足率となっています。 

量の見込みは出生率の低下や保護者への育児休業制度の浸透などもありますが、保育の

無償化や少子化対策の効果による入園率の上昇を見込み、設定しました。 

※表中（ ）内は 0 歳児内数です。      （単位：人） 

 

 

【確保の内容】１号認定、２号認定、３号認定 

施設整備量（各年度施設数）                    （単位：か所） 

区分 Ｒ２年度 Ｒ3 年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

認定こども園（幼保連携型） 1 1 1 1 1 

確認を受けない幼稚園 1 1 1 1 1 

保育所（園） 2 2 2 2 2 

 

  

区分 Ｒ２年度 Ｒ3 年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

①量の見込み ３号認定 206(46) 206(46) 205(46) 205(46) 204(46) 

広域利用 10(3) 10(3) 10(3) 10(3) 10(3) 

②確保方策 教育・保育施設 206(46) 206(46) 206(46) 206(46) 206(46) 

広域利用 10(3) 10(3) 10(3) 10(3) 10(3) 

②－① 0 0 1 1 2 
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基本施策１－２ 地域子ども・子育て支援事業の推進 

 （１）から（１３）は子ども・子育て支援法に定められた地域子ども・子育て支援事業です。 

 

（１）利用者支援事業（健康福祉課） 

子育て世代包括支援センターを、妊娠・出産・育児までの切れ目ない支援を行うために平

成 31 年 4 月から母子保健型で保健センター内に設置。保健師を母子保健コーディネーター

と位置づけ、妊娠届出アンケートをもとに妊婦面接を実施し、受理会議を行います。要支援

妊婦・特定妊婦には支援プランを作成していきます。事業は拡充の方向で進めていきます。 

区分 Ｒ２年度 Ｒ3 年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

量の見込み（カ所） 1 1 1 1 1 

確保方策等 ・実施機関：健康福祉課 

・内容：妊婦面接、支援プランの作成、支援台帳での管理、必要時関

係機関との連携やケース会議の開催 

 

（２）地域子育て支援拠点事業（こども教育課） 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の

提供、助言その他の援助を行う事業です。 

区分 Ｒ２年度 Ｒ3 年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

量の見込み（カ所） 2 2 2 2 2 

量の見込み（月当り利用人数） 160 160 160 160 160 

確保方策等 ・実施機関：こども教育課 

・実施体制：いちご保育園（にこにこクラブ） 

      りんご保育園（げんきっこくらぶ） 

・実績：平成 29 年度は 221 人/月、平成 30 年度は 187 人/月 

 

（３）妊婦健康診査（健康福祉課） 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把握、

②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査

を実施する事業です。受診者数は平成 29 年度で 174 人（1,740 回）、平成 30 年度で 164 人

（1,508 回）となっています。 

今後も継続して、妊婦健康診査を受診後、支援が必要な人に対して、妊婦健診助成券や電

話、書面での連絡を通して、医療機関と連携を図り、安心した妊娠・出産・育児を行うため

の支援を行います。 

区分 Ｒ２年度 Ｒ3 年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

量の見込み（延べ受診回数） 1,740 1,740 1,740 1,508 1,508 

確保方策等 ・実施機関：健康福祉課 

・実施体制：医療機関 

・実施時期：通年 

・内容：妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査（14 回） 

・実績：概ね見込どおり 
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（４）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問）（健康福祉課） 

生後 4 か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育

環境等の把握を行う事業です。訪問回数は平成 29 年度 152 人、平成 30 年度 150 人となっ

ています。 

今後も継続して、専門職である保健師が実施することで、より専門的な相談や保健指導、

継続した支援につなげます。また保健師自身も継続的に研修等に参加し、相談支援の質を高

め、より専門的な相談や保健指導につなげます。 

区分 Ｒ２年度 Ｒ3 年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

量の見込み（訪問回数） 152 145 141 137 133 

確保方策等 ・実施機関：健康福祉課 

・実施体制：健康増進係保健師 

・実施時期：通年 

・内容：生後 4 か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問 

・実績：概ね見込どおり 

 

（５）－１ 養育支援訪問事業（こども教育課） 

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行

うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

 

（５）－２ 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（こども教育課） 

要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整機

関職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化

を図る取組を実施する事業です。 

 

（６）子育て短期支援事業（こども教育課） 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児

童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う短期入所生活援助事業（ショー

トステイ事業）及び夜間養護等事業（トワイライトステイ事業）です。 

平成３０年度から町内１か所（アリスとテレス）、小山市 1 か所（すみれ乳児院）と委託

契約をしています。 

 

 

 

 

 

区分 Ｒ２年度 Ｒ3 年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

量の見込み（訪問回数） 10 10 10 10 10 

確保方策等 ・実施機関：こども教育課 

※現在のところ、本町では事業実績はありませんが、養育支援連絡票 

等に基づき、町保健師が養育支援の必要な家庭に訪問しています。 
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（７）ファミリー・サポート・センター事業（こども教育課） 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援

助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関す

る連絡、調整を行う事業です。登録会員数は平成 29 年度で 39 人、平成 30 年度で 40 人、

現状 40 人（おねがい会員 33 人、まかせて会員 3 人、どっちも会員 4 人）で推移していま

す。 

区分 Ｒ２年度 Ｒ3 年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

量の見込み（登録人数） 40 40 40 40 40 

利用見込み（延べ利用人数） 10 10 10 10 10 

確保方策等 ・実施機関：こども教育課 

※日頃子どもを見てもらえる祖父母等の援助が得られない家庭への支 

援としてファミリー・サポート・センターでも検討を進めていくこ 

とが課題となっています。また、まかせて会員数の登録を増加させ 

るために現在県で実施している子育て支援員研修を町で実施します。 

 

（８）一時預かり保育事業（こども教育課） 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間に

おいて、認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所において、一時

的に預かり、必要な保護を行う事業です。延べ利用人数は在園児対象型を除き、平成 29 年度

463 人、平成 30 年度 965 人と倍増しています。 

区分 Ｒ２年度 Ｒ3 年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

量の見込み（延べ利用人数） 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

確保方策等 ・実施機関：こども教育課 

・実施施設：いちご保育園、りんご保育園、認定こども園野木幼稚園 

 

（９）延長保育事業（こども教育課） 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外において、認定こども

園、保育所等において保育を実施する事業です。延べ利用人数は平成 29 年度 1,195 人、平

成 30 年度 1,165 人となっています。 

区分 Ｒ２年度 Ｒ3 年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

量の見込み（延べ利用人数） 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 

確保方策等 ・実施機関：こども教育課 

・実施施設：いちご保育園、りんご保育園 
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（１０）病児・病後児保育事業（こども教育課） 

病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的

に保育等する事業です。延べ利用回数は平成 29 年度 720 回、平成 30 年度 856 回となって

います。 

区分 Ｒ２年度 Ｒ3 年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

量の見込み（延べ利用回数） 900 900 900 900 900 

確保方策等 ・実施機関：こども教育課 

・実施施設：いちご保育園、りんご保育園 

 

（１１）放課後児童健全育成事業（こども教育課） 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後

に小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育

成を図る事業です。利用人数は平成 29 年度 382 人、平成 30 年度 414 人、平成 31 年度は 4

月 1 日現在で 450 人（登録人数）となっています。 

児童数は減少傾向にありますが、今後も子育て世代の女性の就業率の増加が見込まれます

ので、事業は拡充の方向で図っていきます。 

区分 Ｒ２年度 Ｒ3 年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

量の見込み（人）：低学年 310 310 309 289 274 

        ：高学年 166 155 161 167 167 

        ：合計 476 465 470 456 441 

確保方策等（人） 476 476 476 476 476 

・実施機関：こども教育課 

・実施施設：町営学童保育室１２箇所、ＮＰＯ法人１箇所 

 

（１２）実費徴収に係る補足給付を行う事業（こども教育課） 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべ

き日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に

要する費用等を助成する事業です。 

区分 Ｒ２年度 Ｒ3 年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

量の見込み（対象人数） 35 35 33 33 32 

確保方策等 ・実施機関：こども教育課 

・実施内容：副食費の助成 

 

（１３）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業（こども教育課） 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業

者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業です。 

現在のところ、事業予定は有りませんが状況に応じて検討していきます。 
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以下、（14）から（19）は野木町主体で行う地域子ども・子育て支援事業です。 

事業名 担当課 内容 実施状況 

（H30 年度実績） 

目標値 

（R6 年度） 

(14)休日保育

事業 

こども

教育課 

保育園に入所している児童を、日

曜日・祝日においても保育を行う事

業です。 

延べ利用人数 

 31 人 

実施施設 

・いちご保育園 

・りんご保育園 

延べ利用者数 

 100 人 

(15)児童館・

児童センター 

こども

教育課 

児童館は、児童に健全な遊びの場

として、健康を推進し、情操を豊か

にすることを目的として作られた

施設です。児童センターは、更に遊

びを通して体力増進を図る施設を

備えています。地域の子どもたちや

幼児クラブなどの、活動・情報交換

の場を提供します。 

日別平均利用者数 

・新橋児童館 

71.5 人 

・あかつか児童セ

ンター 

   75.5 人 

日別平均利用

者数 

・新橋児童館 

75 人 

・ あ か つ か 児

童センター 

   80 人 

(16)ブックス

タート 

生涯学

習課 

赤ちゃんとその保護者に、絵本の

楽しさを伝えながら、親子の触れ合

いの１つとして育児に絵本を取り

入れてもらえるよう、４か月児健診

の時に絵本のプレゼントを実施し

ます。 

４か月児健診時ブ

ックスタート 

実施回数 12 回 

参加者  164 人 

８か月児健診時フ

ォローアップ活動 

実施回数 12 回 

参加者  162 人 

継続実施 

(17)ブックプ

ラスワン 

生涯学

習課 

小学校入学前に体験した「読み聞

かせ」の楽しさを、小学校入学後も

継続して体験できる環境を整える

ために、また、本に親しみ、豊かな

心を育むことを目的として、野木町

で小学校に入学した１年生に本を

贈呈します。 

入学式贈呈 

小学校 ５校 

計    198 冊 

継続実施 

(18)町立図書

館おはなし会 

生涯学

習課 

赤ちゃんや小さなお子様も楽し

めるおはなし会等の事業を定期的

に開催します。 

 

実施回数   90 回 

参加者数 1,066 人 

 

継続実施 

(19)とちぎ笑

顔つぎつぎカ

ード 

こども

教育課 

１８歳未満のお子さん、または妊

娠中の方のいる世帯の子育てを応

援するため、とちぎ未来クラブが発

行する「とちぎ笑顔つぎつぎカー

ド」を配布します。協賛店舗・施設

で割引や特典などのサービスを受

けることができます。 

実施 継続実施 
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基本施策１－３ 子育てに関する相談、情報提供の充実 

事業名 担当課 内容 実施状況 

（H30 年度実績） 

目標値 

（R6 年度） 

(1)育児相談 健康福

祉課 

身体測定と合せ、子どもの発育発

達や保護者の養育状況・健康状態な

どを確認します。また、育児不安の

軽減を図るため、保健師・管理栄養

士による育児相談と栄養相談を実

施し、さらに交流の場を設けます。 

1 回当たり参加児数 

  28 人 

1 回当たり参

加児数 

  37 人 

(2)教育相談 こども

教育課 

教育に関する悩み等を持つ児童

生徒・保護者からの相談を実施しま

す。 

実施 継続実施 

(3)幼保小連絡

協議会 

こども

教育課 

町内の幼稚園、保育園及び小学校

の先生との連絡調整を図り、幼児や

児童の教育効果を一層高め、個々の

きめ細やかな支援につなげます。 

研修会開催回数 

  3 回 

継続実施 

(4)子育てサロ

ン 

こども

教育課 

新橋児童館、あかつか児童センタ

ー、総合サポートセンターにて、相

談員や児童館・児童センター職員に

よる子育てに関する相談を実施し

ます。 

開催日 

新橋児童館、あか

つか児童センター

は月 1 回 

（総合サポートセ

ンターは R1 年度～

随時） 

継続実施 
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基本目標２ 専門的な知識や技術を要する支援 

 

 支援を必要とする家庭を早期に把握し、幼稚園、保育園、小中学校などの関係機関と連携を強

化しながら支援を図ります。 

 

基本施策２－１ 児童虐待防止対策の充実 

事業名 担当課 内容 実施状況 

（H30 年度実績） 

目標値 

（R6 年度） 

(1)関係機関と

の連携と相談

体制の強化 

こども

教育課 

虐待の発生予防、早期発見、早期

対応、再発防止などのために、地域

の関係機関との連携、情報収集及び

共有により支援を行う、「要保護児

童対策地域協議会」の取組を強化し

ます。 

総合サポートセンターでも相談

窓口となっています。 

虐待通告件数 31 件 

       

継続実施 

(2)要保護児童

対策地域協議

会 

こども

教育課 

児童相談所、医療機関、幼稚園、

保育園、健康福祉センター、学校、

警察、庁内関係課との連絡を密に

し、虐待の予防、早期発見・早期対

応を図ります。また、虐待防止啓発

活動として、各種行事やイベントに

参加して、啓発活動を実施します。 

会議開催回数 

・全体会議・実務者 

 会議     4 回 

・個別ケース会議 

       20 回 

継続実施 

 

 

基本施策２－２ ひとり親家庭の自立支援の推進 

事業名 担当課 内容 実施状況 

（H30 年度実績） 

目標値 

（R6 年度） 

(1)児童扶養手

当 

住民課 父（母）のいない家庭や父（母）

が一定の障がいの状態にある家庭

等の児童を監護している母（父）等

に対し、生活の安定と自立促進のた

め手当を支給します。 

支給者数   

 186 人 

支給者数   

 189 人 

(2)ひとり親家

庭医療費の助

成 

住民課 ひとり親家庭で 18 歳までの子ど

もを監護している方の医療費を助

成します。 

助成者数 

205 人 

助成者数 

245 人 

(3)遺児手当 住民課 両親が死亡、またはどちらかが死

亡した義務教育終了前の児童を監

護している父母、または養育者に対

し、遺児手当を支給します。 

支給者数 

12 人 

継続実施 
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基本施策２－３ 障がい児施策の充実 

事業名 担当課 内容 実施状況 

（H30 年度実績） 

目標値 

（R6 年度） 

(1)障がい児福

祉手当 

住民課 精神又は身体に重度の障がいが

あるため、日常生活で常時の介護を

必要とする状態にある 20 歳未満の

児童に手当を支給します。 

支給者数 

   9 人 

支給者数 

   7 人 

(2)特別児童扶

養手当 

住民課 障がいのある２０歳未満の児童

を監護している父（母）、父母がいな

いときはその児童を養育している

方に手当を支給します。 

支給者数 

  31 人 

支給者数 

  28 人 

(3)幼児ことば

の教室事業 

こども

教育課 

お子さんの言葉の発育で気にな

ることがある場合、保護者からの相

談を受け、支援していきます。言葉

の他に行動面で課題のある児童に

ついても指導・助言を行います。 

利用者数 

  61 人 

継続実施 

(4)巡回相談 こども

教育課 

特別支援教育相談員と臨床心理

士が各教育・保育施設を訪問し、保

護者への指導・助言や、必要に応じ

医療機関・相談機関・特別支援学校

等との連携を行います。 

実施回数 

  37 回 

継続実施 

(5)教育支援委

員会 

こども

教育課 

教育委員会から諮問を受け、教育

上特別な配慮を必要とする児童・生

徒の調査や教育相談を行い、適切な

教育支援の方向を判断します。 

審議件数 

 就学児   23 人 

 在校生   26 人 

継続実施 

(6)のびのび教

室事業 

こども

教育課 

健康福

祉課 

集団での活動に不安のある年長

児とその保護者を対象に、特別支援

担当の先生をアドバイザーに迎え、

各教育・保育施設のスタッフや関係

機関と連携を取りながら、小学校の

ミニ体験の中で子どもの特徴をふ

まえた支援の方法を考え提供し、小

学校入学に向けてのお手伝いをし

ます。 

参加児数 

  11 人 

参加児数 

  15 人 

(7)児童発達支

援 

健康福

祉課 

児童やその家族の個々のニーズ

に応じて、日常生活における基本的

な動作の指導、知識技能の付与、集

団生活への適応訓練、その他必要な

支援を行います。 

利用者数 

  27 人 

継続実施 
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(8)放課後等デ

イサービス 

健康福

祉課 

学校に通学している障がい児に

対して、放課後や夏休み等の長期休

暇中において、生活能力向上のため

の訓練等を継続的に提供すること

により、自立や社会との交流を促進

します。 

利用者数 

  24 人 

利用者数 

  41 人 

(9)医療型児童

発達支援 

健康福

祉課 

児童発達支援内容にあわせて、身

体の状況に応じた医療の提供を行

います。身近な地域で質の高い支援

を必要とする児童が療育を受けら

れる場を提供していきます。必要に

応じて、関係機関と協議しながら確

保を進めます。 

利用なし 継続実施 

(10)（福祉

型・医療型）

児童入所支援 

健康福

祉課 

児童発達支援内容にあわせて、身

体の状況に応じた医療の提供を行

います。また、身近な地域で質の高

い支援を必要とする児童が療育を

受けられる場を提供していきます。

生活の指導、独立自活に必要な知

識・技能の付与及び治療を行いま

す。 

利用なし 継続実施 

(11)障がい児

相談支援 

健康福

祉課 

児童発達支援や放課後等デイサ

ービスなどの通所サービスを適切

に利用できるよう、利用するサービ

スの種類や内容を定めた「障がい児

支援利用計画」を作成します。また、

一定期間ごとにサービスの利用状

況の検証を行い、計画の見直し（モ

ニタリング）を行います。 

延べ相談者数 

  68 人 

継続実施 

(12)児童発達

支援センター 

健康福

祉課 

障がいの重度化・重複化や多様化

に対応する専門的機能の強化を図

った上で、地域における中核的支援

施設として位置づけ、児童発達支援

事業所等と連携して支援体制の検

討を進めます。 

実施 継続実施 

(13)保育所等

訪問支援 

健康福

祉課 

保育所等利用している障がい児

が、集団生活に適応するための専門

的な支援を実施します。 

利用なし 

 

利用者数 

  4 人 

(14)学童こと

ばの教室事業 

こども

教育課 

小学校に通学していて、ことばの

発達で気になる児童及び保護者に

対し、一人ひとりの障がいの実態に

合わせた適切な相談、助言及び指導

を継続的に行います。 

利用者数 

  62 人 

継続実施 
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(15)あすなろ

教室事業 

こども

教育課 

不登校になった児童生徒に対し、

児童生徒一人ひとりの適正にあっ

た活動を実施しながら自立を促す

とともに、学校生活への適応を図る

ための指導及び援助を行い、在籍校

への復帰を目指します。中学校卒業

後も引き続き相談支援をしていき

ます。 

実施 継続実施 

(16)自立支援

医療費助成 

健康福

祉課 

身体に障害があるか、または治療

を行わないと将来一定の障がいを

残すと認められる１８歳未満のお

子さんで、手術などの治療効果が確

実に期待できる場合に、その医療費

の一部を助成します。 

実施 継続実施 

(17)重度心身

がい者医療費

助成 

住民課 身体障害者手帳１・２級、療育手

帳 A1・A2 または IQ３５以下、身体

障害者手帳３・４級で IQ５０以下の

方の医療費を助成します。 

実施 継続実施 

(18)特定疾患

患者介護手当 

住民課 栃木県特定疾患治療研究事業の

対象者、または対象患者を介護して

いる方に対し、手当を支給します。 

実施 継続実施 
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基本目標３ 妊娠期からの切れ目のない支援の推進 

 

 安心して出産・育児ができるように健康診査や相談事業などの事業を進めます。また、保健、

医療、福祉等の連携を図り、子どもが健やかに成長できるよう、支援をします。 

 

事業名 担当課 内容 実施状況 

（H30 年度実績） 

目標値 

（R6 年度） 

(1)母子健康手

帳の交付 

健康福

祉課 

地域の特性に即した母子保健事

業を実施することで、妊婦に対する

支援を行います。妊娠している人を

確実に把握し、適切な施策の基盤と

するもので、妊娠届出時にアンケー

トを実施し、特定妊婦の把握を行い

必要な支援を行います。 

交付者数 

  164 人 

継続実施 

(2)妊婦健康診

査一部助成 

健康福

祉課 

妊婦の健康維持を目的とする個

別健診の費用負担の軽減を図りま

す。 

延べ受診者数 

1,896 人 

継続実施 

(3)妊産婦医療

費助成 

住民課 妊産婦医療費の届出をした月の

初日（または、野木町に転入した日）

から出産した翌月末までの医療費

を助成します。 

実施 継続実施 

(4)母子感染症

防止事業 

健康福

祉課 

梅毒、Ｂ型肝炎、Ｃ型肝炎、子宮

頸がん等の検査において、感染症の

早期発見、保健指導を行います。ま

た、母子手帳の記録や、赤ちゃん訪

問、乳幼児健診などで情報を得た際

は、引き続き、必要時に医療機関に

つなぎ、検査や治療を促していきま

す。 

受診者数 

  164 人 

継続実施 

(5)プレママ・

プレパパクラ

ス 

健康福

祉課 

妊娠・出産・育児に関する正しい

知識の普及と保健指導を行い、母体

の疾病予防及び健やかな子どもの

出生を図るとともに、両親の育児支

援の場や妊婦同士の交流の場を提

供します。 

参加者数 

   50 人 

継続実施 

(6)親子教室

（ドレミくら

ぶ） 

健康福

祉課 

保育士等が親子の遊びや子ども

への関わり方を、デイリープログラ

ムを通して、お伝えしています。子

育ての悩みから強いストレスや孤

立感を感じる保護者を支援すると

ともに、保護者同士のコミュニケー

ションの場の提供を行います。 

参加者数 

   68 人 

継続実施 
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(7)妊産婦訪問

指導 

健康福

祉課 

要支援・特定妊婦や、妊娠・出産・

育児に不安のある妊婦や産婦を訪

問し、正しい知識の普及啓発と保健

指導を行うことで、育児不安の軽減

や、妊婦・産婦の健康管理につなげ

ます。 

実訪問数 

  163 人 

延べ訪問数 

  167 人 

継続実施 

(8)産前産後サ

ポート教室 

健康福

祉課 

家庭や地域での孤立感を解消す

ることを目的に、相談等を実施し妊

産婦の不安や生活上の困りごと等

の軽減を図ります。 

R1 年度新規事業 継続実施 

 

(9)こども医療

費助成 

住民課 ０歳～１８歳（１８歳に達する日

以降の最初の３月３１日）までのお

子さんの医療費を助成します。 

実施 継続実施 

(10)乳児家庭

全戸訪問事業

（こんにちは

赤ちゃん訪

問）「再掲」 

健康福

祉課 

生後 4 か月までの乳児のいる全て

の家庭を訪問し、子育て支援に関す

る情報提供や養育環境等の把握を

行う事業です。今後も継続して、専

門職である保健師が実施すること

で、より専門的な相談や保健指導、

継続した支援につなげます。また、

保健師自身も継続的に研修等に参

加し、相談支援の質を高め、より専

門的な相談や保健指導につなげま

す。 

訪問回数 

  150 人 

訪問回数 

  133 人 

(11)産後ケア 健康福

祉課 

母子の心身のケア、育児のサポー

ト等を行い、産後のうつを予防する

とともに、安心して育児に取り組め

る環境を整えます。 

R1 年度新規事業 継続実施 

 

(12)育児相談

「再掲」 

健康福

祉課 

身体測定と合せ、子どもの発育発

達や保護者の養育状況・健康状態な

どを確認します。また、育児不安の

軽減を図るため、保健師・管理栄養

士による育児相談と栄養相談を実

施し、さらに交流の場を設けます。 

1 回当たり参加児数 

   28 人 

1 回当たり参

加児数 

37 人 

(13)児童手当 住民課 中学校卒業まで（15 歳の誕生日後

の最初の 3 月 31 日まで）の児童を

養育している方に対し、児童手当を

支給します。 

実施 継続実施 

(14)出産祝金 住民課 保護者に出産祝金を支給します。 支給者数 

  128 人 

継続実施 
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(15)１か月児

健康診査助

成、産婦健康

診査助成 

健康福

祉課 

１か月児の疾病の早期発見、早期

治療を促進するとともに、発育状況

を確認して、健やかな成長を促すこ

とで、乳児の健康保持及び増進を図

るため、健診に要する費用を助成し

ます。また、産婦の身体的な機能の

回復、授乳、精神の状況などを把握

し、産婦及び乳児の健康の保持を図

るため、健診に要する費用を助成し

ます。 

助成者数 

・１か月児健診 

  129 人 

・産婦健診 

  RI 年度から助成 

継続実施 

 

(16)未熟児養

育医療給付事

業 

健康福

祉課 

体の発達が未熟な状態で生まれ、

入院医療を必要とする乳児に対し

て、その治療に必要な医療費を負担

します。 

給付者数  

 5 人 

給付延べ件数  

 11 件 

給付延べ日数 

 243 日 

継続実施 

(17)新生児聴

覚検査助成 

健康福

祉課 

新生児の聴覚に関する機能の状

況を早期確認、早期対応するため、

検査に要する費用を助成します。 

受検者数 

 151 人 

R1 年度から助成 

継続実施 

 

(18)乳幼児一

般健康診査（4

か月・8 か月

児） 

健康福

祉課 

疾病や障害の早期発見及び子ど

もの健やかな心身の成長を促すこ

とを目的として、身体測定、内科検

診、発達チェック、保健指導、栄養

指導等を実施します。 

受診児数 

  319 人 

受診率 

  98.2％ 

継続実施 

目標 100% 

(19)１歳６か

月児健康診査 

健康福

祉課 

身体測定、内科検診、歯科検診、

歯磨き指導、保健指導、栄養指導、

親子遊びを実施します。 

受診児数 

  169 人 

受診率 

  98.8％ 

継続実施 

目標 100% 

(20)３歳児健

康診査 

健康福

祉課 

身体測定、内科検診、歯科検診、

歯磨き指導、保健指導、栄養指導、

親子遊びなどを実施します。 

受診児数 

  194 人 

受診率 

  98.5％ 

継続実施 

目標 100% 

(21)５歳児相

談 

健康福

祉課 

年中児で発達や集団行動に課題

のある児童を把握し、就学に向けて

の支援を図ります。 

相談者数 

   26 人 

継続実施 
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(22)２歳児歯

科健診 

健康福

祉課 

１歳６か月から３歳の時期にか

けて、う歯の罹患が増加することか

ら、う歯が増加しやすい２歳児を対

象に歯科健康診査を実施すること

で、う歯の歯科疾患の早期発見及び

予防に対する保護者の歯科保健意

識の向上を図るとともに、幼児期の

口腔衛生に関する正しい知識の普

及を行います。 

受診児数 

  156 人 

継続実施 

(23)乳幼児発

達心理相談

（すくすくル

ーム） 

健康福

祉課 

乳幼児の順調な発育・発達を促す

ために、相談・支援を行い、必要に

応じて関係機関との連絡・調整等を

行います。 

参加児数 

   78 人 

継続実施 

(24)乳幼児訪

問指導 

健康福

祉課 

保健指導が必要な乳幼児及び乳

幼児健診未受診児を対象に、実施し

ます。 

実訪問数 

  204 人 

延べ訪問数 

  207 人 

継続実施 

(25)予防接種 健康福

祉課 

予防接種法に基づき、小児用肺炎

球菌・B 型肝炎・ＢＣＧ・ヒブ・四

種混合・二種混合・麻しん・風しん・

日本脳炎・水痘等の定期予防接種を

実施します。 

延べ接種数 

4,274 回   

継続実施 

(26)フッ素塗

布 

健康福

祉課 

歯科医師会の協力でフッ素塗布

を実施し、幼児期・学童期からの虫

歯や歯周病予防のために、正しい知

識の普及・啓発を行います。 

受診者数 

  448 人 

継続実施 

(27)不妊治療

費助成事業 

健康福

祉課 

不妊で悩む夫婦に対して、不妊治

療に要する費用の一部を助成する

ことにより、経済的負担の軽減を図

ります。 

申請件数 

   23 件 

継続実施 

(28)保育所等

新入園児入所

支度金補助金 

こども

教育課 

町内に住所を有する児童で、町内

保育園等に在籍する新入園児に対

し、入所支度金の一部を補助しま

す。 

申請件数 

   93 件 

継続実施 

(29)第３子以

降小中学校等

入学祝金 

こども

教育課 

小中学校等へ入学する第３子以

降の児童生徒の保護者に対し、入学

祝金を支給します。 

支給者数 

・小学校  32 人 

・中学校  20 人 

継続実施 

(30)就学援助 こども

教育課 

経済的な理由により、子どもを就

学させることが困難であると認め

られる場合に学用品、給食費、修学

旅行費などの費用の一部を助成し

ます。 

助成者数 

   99 人 

継続実施 

  



43 

基本目標４ 職業生活と家庭生活との両立の支援 

 

 子育てと職業生活が両立できるよう、各種法制度やワーク・ライフ・バランスの周知啓発を図

ります。 

 

事業名 担当課 内容 実施状況 

（H30 年度実績） 

目標値 

（R6 年度） 

(1)育児休業制

度等の普及・

啓発 

産業課 育児休業制度の定着と取得促進

を図るとともに、労働時間の改善

等、企業等への普及・啓発を検討し

ます。 

研修会開催回数 

H29 年度   1 回 

継続実施 

(2)ワーク・ラ

イフ・バラン

スの啓発 

生活環

境課 

ワーク・ライフ・バランスの実現

に向けた意識改革を推進するため、

ニーズに合った知識や情報を提供

するセミナーを開催します。 

参加者数 

   91 人 

継続実施 
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基本目標５ 子育てしやすい環境の整備 

 

 安心して子どもと外出でき、子育てができるよう、環境整備を進めます。 

 

事業名 担当課 内容 実施状況 

（H30 年度実績） 

目標値 

（R6 年度） 

(1)チャイルド

シート購入費

補助 

総務課 交通安全対策の一環として、乳幼

児のいる家庭で新しくチャイルド

シートを購入された際に、購入費の

一部を補助します。 

助成者数 

   79 人 

継続実施 

(2)３人乗り自

転車貸出 

こども

教育課 

子育て家庭への支援を行うとと

もに、保護者と子どもの安全を確保

するため、3 人乗り自転車の貸し出

しを行っています。  

利用者数 

   14 人 

継続実施 

(3)ユニバーサ

ルデザインの

推進 

関係各

課 

公共施設におけるトイレ等のユ

ニバーサルデザイン導入を推進し

ます。 

実施 継続実施 

(4)赤ちゃんの

駅 

健康福

祉課 

赤ちゃんや小さなお子さんを連

れて外出する保護者の方が、気軽に

立寄り、無料でおむつ交換や授乳を

行うことのできる場所を「赤ちゃん

の駅」として登録し、各施設の玄関

先などに「赤ちゃんの駅」ステッカ

ーを掲示しています。 

・公共施設： ８箇所（保健センタ

ー、ひまわり館、きらり館、野木

エニスホール、野木ホフマン館、

図書館、新橋児童館、あかつか児

童センター） 

・民間施設： ２箇所（ヤオコー野

木店、オータニ野木店） 

設置箇所 

10 箇所 

継続実施 

(5)関係機関と

の連携と相談

体制の強化

「再掲」 

こども

教育課 

虐待の発生予防、早期発見、早期

対応、再発防止などのために、地域

の関係機関との連携、情報収集及び

共有により支援を行う、「要保護児

童対策地域協議会」の取組を強化し

ます。 

虐待通告件数 

  31 件 

継続実施 
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(6)奨学金事業 こども

教育課 

経済的理由によって進学が難し

い、能力のある学生に対して奨学金

を給付し、教育の機会均等を図り、

社会に貢献できる人材を育成する

ことを目的とした奨学金事業を平

成 29 年度から実施しています。 

助成者数 

    7 人 

継続実施 

(7)子育て事業

の発信 

こども

教育課 

ホームページ「のぎっ子キラリ子

育て」で子育てに関する情報を発信

しています。 

実施 

 

継続実施 
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第５章 計画の推進体制と進捗管理 

１ 計画の推進体制 

本計画の推進にあたっては、町の関係各課や関係機関等の連携により、横断的な施策に取り組

むとともに野木町子ども・子育て会議や子ども・子育てに係る関係者等の意見を反映させながら

推進していきます。 

また、社会経済情勢の変化に柔軟に対応し、各事業への適切な反映や新たな課題に対して積極

的に取組み、広く町民への周知にも努めます。 

 

（１）庁内の推進体制 

  本計画が有効に機能するためには、ＰＤＣＡサイクルの形成と運用が不可欠です。そのた

め本計画の推進にあたっては全庁的な体制のもと、各年度においてその実施状況の把握・点

検、評価を行い、必要な部分の見直し、改善を行いながらその後の対策を実施していけるよ

う、庁内における推進体制の充実を図っていきます。 

  また、多様化した町民ニーズにきめ細かく対応するため、町民やＮＰＯ，地域団体等と連

携しながら計画の推進に努めていきます。 

 

（２）子ども・子育て会議 

本計画の策定や、本計画に基づく施策を推進し、事業の実施状況について点検・評価する

ための「野木町子ども・子育て会議」を設置しています。 

委員は児童福祉分野の有識者、保育・児童教育関係者、保健・医療関係者や町民代表など

様々な分野から構成され、各年度において会議を開催し、計画の点検・評価や結果の検討な

どを行っていきます。 

 

（３）町民や企業等との連携、参加・参画の推進 

社会全体で子育てを支援するためには、町民や企業、関係団体の理解と協力が必要です。

計画について広報等により町民の理解を深めるとともに、ボランティア活動の活性化推進

や町民参加型サービスの拡充など、地域による取組みを支援し、子育てしやすい環境づくり

に町民及び企業等の参加・参画を推進します。企業や事業所等については、「仕事と生活の

調和（ワーク・ライフ・バランス）」や「働き方改革」の実現及び育児休業制度の普及や促

進を推進していきます。 

 

２ 計画の進捗管理 

本計画の進捗管理はＰＤＣＡサイクルの実施を基本方針とし、「野木町子ども・子育て会議」

の意見を参考に年 1 回程度、定期的に事業の進捗状況を点検・評価し、必要な場合は適宜、目

標・計画の見直しを行い、事業の進捗を図ります。 
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ＰＤＣＡサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計画策定（Plan）

目標を設定して、実現する

ための計画を立てます。

推進（Do）

目標達成に向けて各種

取組を推進します。

評価（Check）

取組状況と達成状況を把握し、

評価を行います。

改善（Action）
評価に基づき、計画の改

善を行います。
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資料編 

 

１ 野木町子ども・子育て会議条例 

平成 25 年６月 12 日条例第 21 号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号。以下「法」という。）第

77 条第１項の規定に基づき、野木町子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」とい

う。）を設置し、その組織及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事項） 

第２条 子ども・子育て会議は、法第 77 条第１項各号に掲げる事務を処理するものとする。 

（組織） 

第３条 子ども・子育て会議は、委員 20 人以内をもって組織する。 

２ 委員は次に掲げる者のうちから、町長が任命する。 

⑴ 子どもの保護者 

⑵ 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

⑶ 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

⑷ 関係行政機関の職員 

⑸ その他町長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とし、委員が欠けたときにおける補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

（会長及び副会長） 

第５条 子ども・子育て会議に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理 

する。 

（会議） 

第６条 子ども・子育て会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会議の議長と

なる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ、これを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

（関係者の出席等） 

第７条 会長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、意見若しくは説明を

聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第８条 子ども・子育て会議の庶務は、主管課において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項は、会長が

子ども・子育て会議に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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２ 野木町子ども・子育て会議委員名簿 

№ 委 員 名 選 出 区 分 所 属 等 備   考 

１ 

甲斐  簡子 子どもの保護者 
野木町いちご保育園 

保護者代表 

平成 30 年 4 月 1 日 

～平成 31 年 3 月 31 日 

岡田 孔美子 子どもの保護者 
野木町いちご保育園 

保護者代表 

平成 31 年 4 月 1 日 

～令和 2 年 3 月 31 日 

２ 

渡邉 真由美 子どもの保護者 
野木町りんご保育園 

保護者代表 

平成 30 年 4 月 1 日 

～平成 31 年 3 月 31 日 

白岩 亜希子 子どもの保護者 
野木町りんご保育園 

保護者代表 

平成 31 年 4 月 1 日 

～令和 2 年 3 月 31 日 

３ 関澤  真弓 子どもの保護者 
野木町認定こども園 

野木幼稚園保護者代表 
 

４ 加藤  麻子 子どもの保護者 
野木町法得幼稚園 

保護者代表 
 

５ 

大森 麻衣子 子どもの保護者 
野木町ＰＴＡ連合会 

代表 

平成 30 年 4 月 1 日 

～平成 31 年 3 月 31 日 

淺川  清一 子どもの保護者 
野木町ＰＴＡ連合会 

代表 

平成 31 年 4 月 1 日 

～令和 2 年 3 月 31 日 

６ 石木  祐子 
事業従事者 

（保育園） 
いちご保育園長  

７ 青山 恵美子 
事業従事者 

（保育所） 
丸林保育所長  

８ 須藤  浩子 
事業従事者 

（幼稚園） 

認定こども園 

野木幼稚園長 
 

９ 大中  清見 
事業従事者 

（幼稚園） 
法得幼稚園長 副 会 長 

10 

細川  道代 
事業従事者 

（学童保育室） 

NPO 法人親子クラブ 

指導員代表 

平成 30 年 4 月 1 日 

～平成 31 年 3 月 31 日 

塚田  仁美 
事業従事者 

（学童保育室） 

NPO 法人親子クラブ 

指導員代表 

平成 31 年 4 月 1 日 

～令和 2 年 3 月 31 日 

11 伊勢  正明 学識経験者 白鷗大学 教育学部  会  長 

12 

藤田  晴彦 学識経験者 野木町中学校長代表 
平成 30 年 4 月 1 日 

 ～平成 31 年 3 月 31 日 

大澤  治亮 学識経験者 野木町中学校長代表 
平成 31 年 4 月 1 日 

 ～令和 2 年 3 月 31 日 
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13 

生沼  房子 学識経験者 野木町小学校長代表 
平成 30 年 4 月 1 日 

 ～平成 31 年 3 月 31 日 

中田   隆 学識経験者 野木町小学校長代表 
平成 31 年 4 月 1 日 

 ～令和 2 年 3 月 31 日 

14 小倉  優子 学識経験者 
野木町母子保健推進員

協議会会長 
 

15 真瀬  栄八 
関係行政機関の

職員 

野 木 町 関 係 行 政 機 関 

（副町長） 
 

16 菊地  良夫 
関係行政機関の

職員 

野 木 町 関 係 行 政 機 関 

（教育長） 
 

17 

村山   淳 
その他町長が必

要と認めるもの 
野木町工場協会代表 

平成 30 年 4 月 1 日 

～平成 31 年 3 月 31 日 

萩原  和志 
その他町長が必

要と認めるもの 
野木町工場協会代表 

平成 31 年 4 月 1 日 

～令和 2 年 3 月 31 日 
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３ 野木町子ども・子育て支援事業計画策定の経緯 

年 月 日 事   項 内   容 

平成 30 年 11 月 16 日 第 １ 回  野 木 町 子 ど

も・子育て会議 

◇委員委嘱 

◇野木町子ども・子育て支援事業計画策定につ

いて 

◇野木町子ども・子育て支援に関する 

 ニーズ調査について 

平成 30 年 12 月 25 日 

～31 年１月 31 日 

野木町子ども・子育て

支援に関するニーズ調

査 

◇就学児童用調査（261 件回収{46.4％}） 

◇未就学児童用調査（498 件回収{50.5％}） 

◇妊婦用調査（25 件回収{50.0％}） 

平成 31 年 2 月 15 日 第 ２ 回  野 木 町 子 ど

も・子育て会議 

◇野木町子ども・子育て支援事業計画に基づい

た実施状況について 

◇２０２０年度以降の次期５ヶ年計画作成のた

めの資料提供について 

令和元年 9 月 27 日 第 １ 回  野 木 町 子 ど

も・子育て会議 

◇第２期野木町子ども・子育て支援事業計画に

ついて 

◇今後のスケジュールについて 

令和元年 11 月 8 日 第 ２ 回  野 木 町 子 ど

も・子育て会議 

◇第２期野木町子ども・子育て支援事業計画に

ついて 

令和 2 年 1 月 6 日 

～2 月 5 日 

野木町子ども・子育て

支援事業計画（案） 

パブリックコメント 

◇意見 ０件 

令和 2 年 2 月 26 日 第 ３ 回  野 木 町 子 ど

も・子育て会議 

 

◇第２期野木町子ども・子育て支援事業計画

（案）について 

◇現野木町子ども・子育て支援事業計画に基づ

いた実施状況について 

 

 

 



 

第２期野木町 

子ども・子育て支援事業計画 

 

令和２年 3 月発行 

発 行 野木町 

編 集 野木町教育委員会こども教育課  
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TEL 0280-57-4162（直通） 
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